


株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び

申しあげます。平素は格別のご支援とご愛顧を賜り

厚く御礼申しあげます。

ここに、第６１期（平成２１年４月１日から平成２２年

３月３１日まで）における当社グループの事業の概況

と決算につきまして、ご報告申しあげます。

平成２２年６月
取締役社長 関 啓 三

顧客志向・時代対応・人間尊重

セキは
情報クリエイティブ企業として
お客様の情報発信を

サポートしてまいります。

株主の皆様へ

経営方針

１ 企業集団の現況に関する事項

� 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国の経済は、米国経済の
底打ちや中国・アジア経済の回復により世界同時不況の
最悪時の状況からは脱しつつありますが、企業収益や
雇用情勢の低迷による個人消費や設備投資の不振により、
依然として厳しい状況で推移しました。
当社グループの属する業界におきましては、景気の

減速による企業の広告宣伝費の削減、企業間競争の更なる
激化に伴う受注単価の下落など、厳しい経営環境が継続
しました。
こうした情勢のもと、当社グループでは印刷需要の
集中する首都圏・関西圏における営業活動の強化、既存
取引先に対する印刷需要の掘り起こしを図るなど、印刷
関連事業の業績確保に努めましたが、景気の減速による
企業の広告宣伝費削減の動きに歯止めがかからず、売上高
は１３３億８千万円（前期比１２．６％減）となりました。利益
につきましては、内製化による外注費の削減など収益力
の向上に努めたことや、株式相場の持ち直しなどにより、
営業利益は４億２千２百万円（前期比１３．５％増）、経常
利益は５億１千１百万円（前期比１６．５％増）、当期純利益
は１億１千４百万円（前期は１億２千９百万円の当期純損失
を計上）となりました。
なお、当社は首都圏における事業拠点として「東京
支店」を設置しておりましたが、より一層の情報収集、
営業力の強化、迅速な顧客対応を目的として、平成２２年
４月１日付で「東京支店」を「東京本社」に改称し、松山
（愛媛県松山市）・東京の２本社制としました。

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであ
ります。

� 印刷関連事業
大都市圏における取引先の新規開拓、既存取引先に
対する印刷需要の掘り起こしに努めたことや、連結
子会社のメディアプレス瀬戸内�における新聞印刷
事業の本格稼働などにより、売上高は８４億６千７百
万円（前期比８．１％増）、営業利益は３億８千７百万円
（前期比２４．３％増）となりました。

企業集団の現況
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� 洋紙・板紙販売関連事業
景気の悪化に伴い印刷需要の落ち込みが続いたこと
などにより、売上高は１５億７千９百万円（前期比２６．７％
減）となりましたが、事業部門での合理化、効率化に
努めた結果、営業利益は６千２百万円（前期比７９．３％
増）となりました。

� 出版・広告代理関連事業
景気悪化による企業の広告宣伝費削減の動きが
続き、既存メディアとの競争激化に伴う広告収入が
減少する厳しい環境下、売上高は１５億２千５百万円
（前期比１６．２％減）、営業損失は３千６百万円（前期は
６百万円の営業損失を計上）となりました。

� 美術館関連事業
セキ美術館では四季の収蔵作品展に加え、平成２１年
９月２日から１０月１２日の会期で、特別企画展「洲之内
徹とゆかりの画家たち 絵のなかの散歩」を開催しま
した。当事業は、売上高６百万円（前期比３６．２％増）、
営業損失３千４百万円（前期は２千８百万円の営業損失
を計上）を計上しておりますが、マスコミ取材記事や
地域での観光施設紹介、また県内外からのリピーター
を含む多数の来館者を通じて当社のイメージ向上に
つながっており、地域の活性化や地域文化の発展に寄与
しているものと考えております。

� カタログ販売関連事業
郵政事業の民営化により、連結子会社の�こづつみ
倶楽部が扱う事業が縮小した影響などにより、売上高
は１８億円（前期比４８．５％減）、営業利益は４千２百万円
（前期比３０．８％減）となりました。

� 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は２億３千９百万円

（無形固定資産を含む）であり、その主なものは、印刷
関連事業部門の印刷設備の更新等であります。なお、設備
投資の総額は、前期に比べ６千万円増加しております。

� 資金調達の状況
当連結会計年度の設備投資及び運転資金につきまして
は、全額自己資金をもって充当し、増資、社債発行等に
よる資金調達は行っておりません。

� 対処すべき課題及び個人情報の取り扱い基本方針
当社グループでは、市場構造の変革に機動的かつ柔軟
に対応し、経営のより一層の合理化、効率化を推し進め、
収益性の高い企業体質を構築することで持続的な成長を
確保してまいります。当社は紙の加工流通過程での管理
認証「ＣＯＣ認証」を取得し、国際的に地球環境問題への
関心が高まる中、森林資源の確保と二酸化炭素の削減に
効果のある国際基準「ＦＳＣ（森林管理協議会）認証紙」
を取り扱っております。今後も拡大が予想される環境に
対する顧客ニーズに対応してまいります。これに加え、
「ＪＩＳ Ｑ １５００１（プライバシーマーク）」に基づく
情報化時代の個人情報の適切な保護、お客様から高い
評価をいただける品質保証体制の維持、更に「ＩＳＯ
１４００１」に基づく環境保護・環境負荷の低減に向けて
の活動に努めてまいります。
当社は、印刷情報メディアを基盤とした事業活動の
中で、お客様からお預かりした個人情報及び当社が自ら
取得した個人情報の重要性を認識して、以下の基本方針
を厳守し、適切な保護に努めてまいります。

１．当社は、個人情報の取り扱いに関する法令、国が
定める指針及びその他の規範を遵守し、個人情報の
保護に努めます。
２．当社は、取り扱う個人情報を厳正な管理の下で
蓄積・保管し、当該個人情報の漏えい・滅失又はき損
などを防止するため、適切な予防ならびに是正処置
を講じます。
３．当社は、個人情報を直接取得する場合には、その
取得目的を明らかにし、同意いただいた以外の目的
での利用・提供・開示は行いません。また、目的外の
利用が行われないよう適切な保護手段を講じます。
４．当社は、お客様からお預かりする個人情報に関して、
受託の趣旨に従い利用、提供及び開示を行い、受託の
趣旨に反した利用、第三者への提供及び開示は行い
ません。
５．当社は、個人情報保護に関するマネジメント・
システム（ＪＩＳ Ｑ １５００１）を遵守し、従業員
に徹底するほか、これを定期的に見直し継続的改善
に努めます。
６．当社は、個人情報に関する苦情・ご相談・お問い
合わせ等の窓口及び責任者を定め、当社の保有する
個人情報の開示・訂正・削除・利用停止などの求め
があった場合には、合理的な範囲で速やかに対応
いたします。
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区 分
第５８期

平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

第５９期
平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで

第６０期
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

第６１期
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

売 上 高 １４，２３４，８４１ １４，６４２，００４ １５，３０３，４２１ １３，３８０，３８１

経 常 利 益 ７４２，４７２ ６０２，５８６ ４３９，３９０ ５１１，８１０

当期純利益又は
当期純損失（△） ４１６，４７９ ２０８，６９８ △１２９，８７１ １１４，６０４

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） ９８．１９ ４９．５４ △３１．０４ ２７．４０

純 資 産 １１，６８１，９１４ １１，４３１，５１５ １１，１６７，７２９ １１，４１２，２４８
１株当たり
純 資 産 ２，７０２．２４ ２，６８０．２２ ２，６１４．２６ ２，６７０．７５

総 資 産 １４，３０８，９４０ １４，０２８，７４７ １３，７９０，４１６ １４，１４７，１４４

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。

（ ）（ ）（ ）（ ）
千円

千円

千円

円

千円

円

千円

� 事業等のリスク
当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響
を及ぼす可能性があるリスクには次のようなものがあり
ます。当社グループではリスク発生の可能性を十分認識
し、リスク発生を極力回避し、万が一発生した場合には
損害を最小限にとどめるべく的確な対応に努めます。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度
末日現在において当社グループが判断したものであり
ます。
当社グループは当社及び連結子会社５社で構成され、
印刷関連事業、洋紙・板紙販売関連事業、出版・広告代理
関連事業、美術館関連事業、カタログ販売関連事業を主な
内容とし、事業活動を展開しております。当社が属して
おります印刷業界では、近年の経済情勢の低迷による
印刷広告需要の減少・経費予算の削減等のため、印刷物
発注の偏在化、低価格化が進行しており、同業者間の受注
競争を激化させる要因となっております。当社におき
ましても、同業他社との競合により厳しい受注競争状態
が継続しており、受注単価が下落する傾向にあります。
原油価格は現在上昇傾向にあり、価格が高騰し原材料費
が上昇する事態となれば、印刷関連事業における業績に
影響を及ぼす可能性があります。当社では徹底した品質
管理のもとで製品の製造を行っておりますが、人的要因
による製造工程上の不備などにより製品の欠陥などが
生じた場合には、損害の求償やそれに伴う業績の低下
などにより、印刷関連事業における業績に影響を及ぼす
可能性があります。洋紙流通業界は製紙メーカー系販売店
と、製紙メーカーが指定する一次代理店及び二次代理店
で構成されており、当社は二次代理店に該当します。
当業界の商習慣上、製紙メーカーと代理店の取引は原則
として一県一社となっておりましたが、当該習慣は崩れ
つつあり、今後競業が激化する可能性があります。また、
原油価格の高騰に伴い印刷用紙の仕入価格が上昇する
事態となれば、洋紙・板紙販売関連事業における業績に
影響を及ぼす可能性があります。
当社は平成９年１月に企業イメージを高めるとともに、
地域文化の向上及び地元観光産業の活性化に伴う印刷
需要創造を目的として、愛媛県松山市の道後温泉地区に
セキ美術館を開館しました。同美術館の運営は、連結
子会社の関興産㈱に委託しております。美術館関連事業
における業績は、毎期営業損失を計上しておりますが、
企業イメージの浸透による受注促進、地域文化への貢献、
地元観光産業の活性化に伴う印刷需要創造のため必要
不可欠の事業と判断しております。なお、当連結会計年度

における美術館関連事業に対する投資額は美術品購入
費用として２１万円であり、同事業に対する今後の投資
方針につきましては、当社グループの業績を勘案の上、
展示対象となる絵画等の収蔵品の充実を図ってまいり
ます。
当社では、個人情報を含む顧客のデータベースを取り
扱う際の運用につきましては、ＪＩＳ Ｑ １５００１
（プライバシーマーク）の認定を受け、個人情報保護方針
に則り、個人情報の適切な保護に努めておりますが、
何らかの要因により個人情報が流出した場合には、損害
の求償や信用低下等により当社グループの業績に影響を
及ぼす可能性があります。また、製造設備等の主要設備
には防火、耐震面での施策を施しておりますが、災害
発生時には電力等の動力源の供給停止、原材料の搬入
遅延等により生産体制に重要な影響が生じることが想定
され、その場合には当社グループの業績に影響を及ぼす
可能性があります。

株主の皆様におかれましても、一層のご理解とご支援
を賜りますようお願い申し上げます。

� 直前の３事業年度の財産及び損益の状況
� 企業集団の直前の３事業年度の財産及び損益の状況

４ ５



区 分
第５８期

平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

第５９期
平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで

第６０期
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

第６１期
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

売 上 高 １０，４１１，３７１ １１，０４３，７３１ １０，７４５，９８４ ９，７５７，９６２

経 常 利 益 ６１９，１９５ ５１８，１１２ ４０４，９４３ ４０２，８８５

当期純利益又は
当期純損失（△） ３６６，０９７ ２０１，６６１ △１１９，３４１ １７６，４３８

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） ８６．３１ ４７．８７ △２８．５３ ４２．１８

純 資 産 １０，４５３，８６８ １０，２０８，４０９ ９，９５９，２９３ １０，２２８，９８７
１株当たり
純 資 産 ２，４６４．６１ ２，４４０．２６ ２，３８０．７１ ２，４４５．１８

総 資 産 １２，６９０，７５５ １２，４６９，９９５ １１，９４５，５３５ １２，４２１，４８１

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。

（ ）（ ）（ ）（ ）
千円

千円

千円

円

千円

円

千円

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社エス・ピー・シー ２０，０００千円 ８１．０％ 出版事業・広告代理業

有限会社こづつみ倶楽部 ３，０００千円 １００．０％ カタログ通信販売事業

コープ印刷株式会社 １０，０００千円 ８０．０％ 印刷物販売業

関 興 産 株 式 会 社 １０，０００千円 １００．０％ 美術館運営管理受託業

メディアプレス瀬戸内株式会社 ５０，０００千円 ６５．０％ 新聞印刷事業の業務受託

� 当社の直前の３事業年度の財産及び損益の状況

� 重要な親会社及び子会社の状況
� 親会社との関係
当社には親会社はありませんので、該当事項はあり
ません。

� 重要な子会社の状況

� 企業結合の成果
連結対象子会社は、上記②重要な子会社の状況に
記載した５社であります。当連結会計年度の売上高は
１３３億８千万円（前期比１２．６％減）、営業利益は４億２千
２百万円（前期比１３．５％増）、経常利益は５億１千１百
万円（前期比１６．５％増）、当期純利益は１億１千４百
万円（前期は１億２千９百万円の当期純損失を計上）
となりました。

� 主要な事業内容
当社グループは、当連結会計年度末において当社及び
連結子会社５社で構成され、印刷関連事業、洋紙・板紙
販売関連事業、出版・広告代理関連事業、美術館関連
事業、カタログ販売関連事業を主な内容とし、事業活動
を展開しております。
当社グループの事業に係わる当社及び連結子会社の
位置づけは次のとおりであります。
印刷関連事業� 出版印刷物、商業印刷物、紙器

加工品について当社が企画・製造・
販売するほか、製造工程のうち、
前工程のデザインなどを�エス・
ピー・シーが行っております。
なお、農協関係の得意先について
は、コープ印刷�が販売窓口と
なり、販売しております。また、
メディアプレス瀬戸内�は�読売
新聞大阪本社より新聞印刷を受託
しております。

� 洋紙・板紙販売
関連事業

洋紙、板紙を当社が仕入・在庫
販売しております。

� 出版・広告代理
関連事業

�エス・ピー・シーが企画・
編集した書籍、雑誌などを当社が
製造し、�エス・ピー・シーが
販売しております。また、�エス・
ピー・シーは発行する出版物に
関連してイベント開催、広告掲載
などの広告代理業を営んでおり
ます。また、地域ポータルサイト
「デジタルシティえひめ」の運営
を基に出版メディア、携帯電話
とのメディアミックス事業の展開
を行っております。

� 美術館関連事業 当社の企業イメージ向上と地域
活性化のため、そしてそれらを
通して当社広告宣伝活動とする
ため、当社が美術館を設置し、その
運営管理を関興産�が行っており
ます。
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得　意　先

セキ株式会社(当社)

官公庁・一般事業会社・個人 農協関係

㈱エス・ピー・シー
（連結子会社）

企画・デザイン・
出版・広告代理業

㈲こづつみ倶楽部
（連結子会社）

ゆうパック利用の
カタログ通信販売

関興産㈱
（連結子会社）

美術館運営受託

コープ印刷㈱
（連結子会社）

農協関係
印刷物販売業

メディアプレス瀬戸内㈱
（連結子会社）

読売新聞印刷受託
製品・商品

製品 製品
企画・
デザイン
受託

製品
データ処理

美術館
運営受託

新聞印刷
受託

� カタログ販売
関連事業

当社では事業所向けオフィス
関連用品のカタログ商品販売を
行っております。また、�こづつみ
倶楽部では「ゆうパック」を利用
した通信販売による地域特産品・
贈答品など各種物品のカタログ
販売を行っております。

以上に述べた当社グループの事業の系統図は、次の
とおりであります。

� 主要な拠点等（平成２２年３月３１日現在）
� 印刷関連事業部門

セキ株式会社
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１
（支 店）東京支店（東京都渋谷区）

大阪支店（大阪府大阪市淀川区）
高松支店（香川県高松市）

（営業所）名古屋営業所（愛知県名古屋市西区）
大阪営業所（大阪府大阪市淀川区）

（工 場）伊予工場（愛媛県伊予市）
コープ印刷株式会社
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１
メディアプレス瀬戸内株式会社
（本 社）広島県尾道市美ノ郷町本郷１番地７７
（工 場）尾道工場（広島県尾道市）

坂出工場（香川県坂出市）

� 洋紙・板紙販売関連事業部門

セキ株式会社
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１
（営業所）高知営業所（高知県高知市）

� 出版・広告代理関連事業部門

株式会社エス・ピー・シー
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目３番地５
（営業所）高松営業所（香川県高松市）

� 美術館関連事業部門

セキ株式会社
（セキ美術館）愛媛県松山市道後喜多町４番４２号
関興産株式会社
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

� カタログ販売関連事業部門

セキ株式会社
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１
有限会社こづつみ倶楽部
（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

� 従業員の状況（平成２２年３月３１日現在）

事 業 部 門 従業員数 前期末比増減

印刷関連事業部門 ３０５名 △９名

洋紙・板紙販売関連事業部門 ２４名 △５名

出版・広告代理関連事業部門 １０７名 ＋７名

美術館関連事業部門 ３名 ＋１名

カタログ販売関連事業部門 ８名 －

全社（共通） ２０名 △１名

合 計 ４６７名 △７名

（注）１．従業員数は就業人員数であります。
２．当社の従業員の状況は次の通りであり、従業員数は就業人員数であります。

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

２９９名 △１９名 ４０．２歳 １７．１年

８ ９



� 主要な借入先（平成２２年３月３１日現在）
該当事項はありません。

� その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２ 会社の株式に関する事項（平成２２年３月３１日現在）

� 大株主（上位１０名）

� その他株式に関する重要な事項
� 発行可能株式総数 １６，０００，０００株
� 発行済株式の総数 ４，５０８，０００株
� 株主数 ４１６名

３ 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 会社役員に関する事項

� 取締役及び監査役の状況（平成２２年３月３１日現在）

� 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１．取締役及び監査役の報酬額は、平成９年６月２４日開催の第４８期定時株主
総会において、取締役は月額２０，０００千円以内（ただし、使用人分給与は
含まない。）、監査役は月額３，０００千円以内とご決議いただいております。
２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与２４，３３０千円は
含まれておりません。
３．監査役に対する支給額のうち、社外監査役２名に対する支給額は２，４００
千円であります。

区 分 人 数 支 給 額

取 締 役

監 査 役

７名

３名

１２６，６５８千円

９，４３２千円

合 計 １０名 １３６，０９０千円

株 主 名 持 株 数 持株比率

関 宏 成

関 啓 三

有限会社宏栄興産

株式会社伊予銀行

セキ従業員持株会

財団法人関奉仕財団

株式会社愛媛銀行

谷 口 定 子

関 宏 康

児 玉 恭 子

（株）

５４５，６００

５０７，４００

４８０，２００

２０８，０００

２０４，３００

１６４，６００

１６４，５００

１０８，７００

９９，４００

９６，０００

％

１３．０４

１２．１３

１１．４８

４．９７

４．８８

３．９３

３．９３

２．６０

２．３８

２．２９

（注） 持株比率は、自己株式（３２４，６７８株）を控除して計算しております。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

※取締役社長

※取締役副社長
常務取締役
取締役相談役
取締役相談役

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

監 査 役（常勤）
監 査 役
監 査 役

関 啓三

土居 尉二
和氣 司朗
関 宏成
関 宏康

和泉元文雄
小杉 英則
西上 慎司
佐藤 靖雄

梶野 博文
宮内 省三
成松 勲

�宏栄興産代表取締役社長
コープ印刷�代表取締役社長
関興産�代表取締役社長
�こづつみ倶楽部代表取締役社長
�エス・ピー・シー代表取締役
メディアプレス瀬戸内�代表取締役社長

本社営業本部長

�エス・ピー・シー取締役相談役
�えひめリビング新聞社代表取締役会長
営業推進役
本社営業本部副本部長
東日本営業本部長
�エス・ピー・シー代表取締役社長
�えひめリビング新聞社代表取締役社長

税理士

（注）１．※印は代表取締役であります。

２．監査役宮内省三及び成松 勲は社外監査役であります。

３．当社は、監査役宮内省三を独立役員に指定しております。

４．当社は、執行役員制度を導入しております。平成２２年３月３１日現在の執行
役員は次のとおりであります。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

大 峰 博 之

藤 原 武 彦

松 友 孝 之

西日本営業本部長

メディアプレス瀬戸内㈱出向 同社常務取締役尾道工場長

経営管理本部長
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区分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該兼職先との関係

監査役 宮内 省三 該当事項はありません。 － －

監査役 成松 勲
㈱宮田鑑定会計事務所 取締役 重要な取引その他の

関係はありません。税理士法人宮田共同事務所 社 員

� 社外役員に関する事項
� 会社役員等の重要な兼職の状況等
イ．重要な兼職の状況ならびに当該兼職先との関係

ロ．当社または特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

� 各社外役員の当事業年度における主な活動状況
イ．社外取締役の取締役会への出席の状況ならびに
発言の状況
該当事項はありません。

ロ．社外監査役の取締役会への出席の状況ならびに
発言の状況

� 社外役員と締結している責任限定契約の内容の概要
当社は現行定款において、社外監査役の責任限定に
係る契約の締結に関する事項を定めておりません。

５ 会計監査人の状況

� 会計監査人の名称
新日本有限責任監査法人

�

報 酬 の 内 容 支払金額

① 当社及び子会社が支払うべき報酬等の合計額 １２，９６０千円

② 上記①の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項
の監査証明業務の対価として、当社及び子会社が
支払うべき報酬等の合計額

１２，９６０千円

③ 上記②の合計額のうち、当社が支払うべき会計
監査人としての報酬等の額 １２，９６０千円

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融
商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分
できないため、上記③の金額にはこれらの合計額を記載しております。

会計監査人の報酬等の額

� 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人について、会社法・公認会計士法
等の法令に違反する行為または公序良俗に反する行為
その他の事項を総合的に勘案し、必要と認める場合には、
会社法に基づき会計監査人を解任または不再任とする
方針であります。

� 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

区 分 氏 名 当事業年度における主な活動状況

監 査 役 宮内 省三

当事業年度開催の取締役会のうち
５回に出席し、長年金融機関の経営に
携わった経験と専門的見地により、
当社の経営に関し的確な助言を行って
おります。また、当事業年度開催の
監査役会には全て出席し、議案審議等
に的確な発言を行っております。

監 査 役 成松 勲

当事業年度開催の取締役会のうち
５回に出席し、税理士としての専門的
見地により、当社の経営に関し的確な
助言を行っております。また、当事業
年度開催の監査役会には全て出席し、
議案審議等に的確な発言を行っており
ます。

（注） 当事業年度における取締役会の開催回数は１８回、監査役会の開催回数は
５回であります。
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６ 業務の適正を確保するための体制の整備に
関する事項

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正
を確保するための体制」について、取締役会において決議
しております。その概要は以下のとおりであります。

� 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
当社は、株主価値の最大化と株主や取引先から評価
され、永続的な発展と成長を続けることを目指し、経営
を効率化し、経営責任を適切・公正に遂行するため、
絶えず実効性の面から経営管理体制や組織の見直しと
改善に努めております。
また、適時かつ正確な経営情報の開示に努め、経営活動
に対する透明性の向上、コンプライアンス、監視・
チェック機能の強化、有効性の確保及び内部統制及び
リスク管理の徹底を図り、コーポレート・ガバナンスの
充実に努めております。

� 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
関する体制
取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、
当社社内規程及びそれに関する各管理マニュアルに従い
適切に保存及び管理の運用を実施し、必要に応じて運用
状況の検証、各規程等の見直し等を行うものといたし
ます。
取締役の職務の執行に係る情報・文書につきましては
データベース化を図り、当該各文書等の存否及び保存
状況を素早く検索可能とする体制を構築し、適切な情報
の保存及び管理を行うものといたします。
上記に係る事務は担当取締役が所管し、その検証及び
見直しの経過、データベースの運用及び管理について、
定期的に取締役会に報告するものといたします。

� 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と
権限を有し、代表取締役社長のもと、リスク管理部門と
して経営管理本部がリスク管理活動を統括し、規程の
整備と検証・見直しを図っております。
また、代表取締役社長直属の組織として内部監査室を
設けております。内部監査室は、内部監査規程に基づき、
法令遵守、内部統制の有効性と効率性、財務内容の適正
開示、リスクマネージメント等の検証について、各部門、

工場等の監査を定期的に実施し、評価、指導する体制を
取っております。また、損失の危険に係る事案について、
法律上の判断を必要とする場合においては、顧問弁護士
より速やかに専門的な立場から助言を受けることのできる
体制を確立しております。
当社は、当社の決定事実・発生事実及びその他の会社
情報について、経営管理本部長が各部門から報告を受け、
経営管理本部を中心に開示諸規程等に基づき開示の内容
等を検討し、開示内容によっては会計監査人、顧問弁護士
と十分に協議を行い、取締役会において決議した後に、
経営管理本部長の指示により、情報開示・公表担当部門
である経営管理部総務チームが開示・公表しております。
なお、緊急を要する場合等においては、上記の手続きに
かかわらず、経営管理本部長が代表取締役社長の承認を
得た後に、情報開示・公表担当部門から開示・公表する
こととしております。

� 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
するための体制
当社は、当社の規模と機動性を勘案し、現在代表取締役
社長、代表取締役副社長、常務取締役、取締役相談役２名
及び取締役４名の計９名で取締役会を構成しております。
毎月１回の定例会のほか、必要に応じ臨時取締役会を
開催し、重要な意思決定と業務遂行を監督しております。
また、執行役員制度導入により、現在３名の執行役員を
選定し、執行役員は適正な権限委譲のもと業務執行に
当っております。
取締役会への付議議案につきましては、取締役会規程
により定められている付議基準に則り提出され、取締役
会における審議が十分行われるよう付議される議題に
関する資料について事前に全役員へ配布され、各取締役
が取締役会に先立ち十分な準備ができる体制を取ること
としております。
日常の職務執行に際しましては、組織規程等に基づき
権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が効率的に業務
を遂行できる体制を取ることとしております。

� 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
当社はインサイダー取引の防止等について、情報管理
規程並びに内部者取引管理規程を制定し、その防止を
図っております。また、役員・社員を対象にインサイダー
取引規制に関するビデオ・書面等を活用し、その趣旨の
周知に努めております。また、個人情報保護法のもと個人
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情報保護方針を制定し、情報メディアを基盤とした事業
活動を通して、顧客より受託する業務の範囲内で個人
情報を取り扱い、ＪＩＳ Ｑ １５００１（プライバシー
マーク）に基づく個人情報の適切な保護に努めており
ます。

� 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団に
おける業務の適正を確保するための体制
当社は、企業集団統括の主管部門である経営管理本部
が関係会社管理規程に則り、企業集団の管理を行って
おり、企業集団の業務の適正について内部監査室の協力
を得て、その業務執行の状況について評価及び監査を
行っております。企業集団において損失の危険が発生し、
当該事実を把握した場合には、損失の危険の内容、損失
の程度及び当社に及ぼす影響等について直ちに当社の
取締役会に対し報告する体制を確保しております。
なお、当社は本日現在において、親会社を有しており
ません。

� 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを
求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役会がその職務を補助する社員を置くことを
求めた場合には、当該社員を配置するものとし、配置に
あたって組織、人数、その他具体的な内容については
監査役会と協議し、その意見を十分考慮の上、検討する
ものとしております。
なお、当社は本日現在において、監査役会よりその職務
を補助する社員を置くことについて求められておりま
せん。

� 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの
独立性に関する事項
監査役の職務を補助すべき社員の任命・異動について
は、監査役会の同意をもって行うものといたします。
また、監査役を補助すべき社員は、当社の業務執行に係る
役職を兼務せず、監査役の指揮命令のもと職務を遂行
し、当該評価については監査役の意見を聴取するものと
いたします。

� 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
その他の監査役への報告に関する体制
取締役及び社員は、監査役会の定めるところに従い、
各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う
ものといたします。なお、主な報告及び情報提供として

は次のとおりといたします。
� 当社の内部統制システムの構築に関わる部門の活動
状況
� 企業集団の監査役の活動状況
� 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
� 業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の
内容
� 監査役から要求された契約書類、社内稟議書及び
会議議事録の回付

� その他監査役の監査が実効的に行われることを確保
するための体制
監査役は取締役、執行役員及び重要な社員に対し適宜
ヒアリングを実施し、代表取締役、内部監査室及び会計
監査人と協議又は意見交換を実施することができる体制
が確立しております。また、監査役が監査役会規程に
基づき、取締役会その他重要な会議への出席等、会社の
重要情報を入手するための体制を確立しております。

� 反社会的勢力排除に向けた体制
� 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反
社会的勢力に対しては、毅然とした姿勢で組織的に
対応いたします。
� 反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、
経営管理本部を対応総括部署とし、警察等関連機関
とも連携して対応いたします。

１６ １７



《連結貸借対照表》

財務状況（連結）

（単位：千円） 《連結損益計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）
科 目

金 額

当連結会計年度
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

前連結会計年度
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

物 品 売 却 収 入

仕 入 割 引

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

投 資 事 業 組 合 持 分 損

賃 貸 料 原 価

創 立 費

開 業 費

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主利益又は少数株主損失（△）

当期純利益又は当期純損失（△）

１３，３８０，３８１

１０，２７３，０３２

３，１０７，３４９

２，６８４，９５０

４２２，３９９

１１１，２３６

２０，１４１

１７，８２４

２９，８５５

１２，２９０

３１，１２３

２１，８２４

４１６

２，１４５

１５，８９０

２，８３３

－

－

５３８

５１１，８１０

７４，４８５

２，０８２

４，２５８

６８，１４４

２０６，６２２

１２，９１５

１８，２８９

２６，９４９

３，７８８

１４４，６７９

３７９，６７３

２０７，７４８

５５，５２７

１，７９３

１１４，６０４

１５，３０３，４２１

１２，２２５，１７９

３，０７８，２４２

２，７０５，９４１

３７２，３００

１４６，３７９

２１，５７４

２８，６３８

４４，０１９

１７，７５７

３４，３８９

７９，２８９

４３７

２，０５６

６，２０８

２，７３４

８５３

６６，４４５

５５４

４３９，３９０

１，２１５

－

１，２１５

－

６０８，８０６

４，５５１

４，６５９

－

１３，３９６

５８６，１９８

△１６８，２００

３３，６２４

△７０，７６４

△１，１８９

△１２９，８７１

科 目
金 額

科 目
金 額

当連結会計年度
（平成２２年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成２１年３月３１日現在）

当連結会計年度
（平成２２年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成２１年３月３１日現在）

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商品及び製品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

未収還付法人税等

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

７，０２４，９５１

３，４７６，２５６

２，６１８，６８９

１０２，７８０

１９８，５４４

２１８，０６６

７２，２８３

５２，４７０

３，２５７

３２４，５５９

△４１，９５７

７，１２２，１９３

４，３９３，６８８

１，１６４，７４９

７６１，１８８

１，１８５，２９５

１，２８２，３１５

１４０

６２，６０３

２，６６５，９０１

２，２０４，１２４

８０，７６５

３，２７１

３９４，８１４

△１７，０７４

６，４９１，６１１

２，５１５，９６５

３，０３７，４７４

１５３，３０１

２９５，６６５

２１２，０７０

７２，０４６

１０６，５８６

１１６，９２６

３０，２９１

△４８，７１６

７，２９８，８０５

４，５８０，９６１

１，２４９，３３２

８５３，４６１

１，１９５，８５２

１，２８２，３１５

－

３７，１６６

２，６８０，６７７

２，２８７，６０４

２７，８７３

１，３７２

４４１，８６８

△７８，０４１

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

未払法人税等

繰延税金負債

賞 与 引 当 金

その他流動負債

固 定 負 債

繰延税金負債

退職給付引当金

未払役員退職慰労金

その他固定負債

負 債 合 計

２，０９４，９０５

１，３９３，２５１

２０５，１３６

１７０

８２，１０６

４１４，２４１

６３９，９９０

１７９，７５２

２７１，６７５

１７８，５３８

１０，０２４

２，７３４，８９６

２，０８７，７３９

１，５９６，８５１

３７，５６５

１，６３０

９５，２７１

３５６，４２１

５３４，９４７

１１３，４９８

２３８，３６０

１７８，５３８

４，５４８

２，６２２，６８７

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

１１，０８３，１３１

１，２０１，７００

１，３３３，５００

９，０２２，９６４

△４７５，０３２

８９，４６５

８９，４６５

２３９，６５１

１１，４１２，２４８

１１，０５２，１９３

１，２０１，７００

１，３３３，５００

８，９９２，０２６

△４７５，０３２

△１１５，８８２

△１１５，８８２

２３１，４１８

１１，１６７，７２９

資 産 合 計 １４，１４７，１４４ １３，７９０，４１６ 負債及び純資産合計 １４，１４７，１４４ １３，７９０，４１６

１８ １９



《連結株主資本等変動計算書》 （単位：千円） 《連結キャッシュ・フロー計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）当連結会計年度

平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

平成２１年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ８，９９２，０２６ △４７５，０３２ １１，０５２，１９３

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △８３，６６６ △８３，６６６

当 期 純 利 益 １１４，６０４ １１４，６０４

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）

－

連結会計年度中の変動額合計 － － ３０，９３８ － ３０，９３８

平成２２年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ９，０２２，９６４ △４７５，０３２ １１，０８３，１３１

当連結会計年度

平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

評価・換算
差 額 等

少数株主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有価証券
評価差額金

平成２１年３月３１日残高 △１１５，８８２ ２３１，４１８ １１，１６７，７２９

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △８３，６６６

当 期 純 利 益 １１４，６０４

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）

２０５，３４７ ８，２３３ ２１３，５８０

連結会計年度中の変動額合計 ２０５，３４７ ８，２３３ ２４４，５１８

平成２２年３月３１日残高 ８９，４６５ ２３９，６５１ １１，４１２，２４８

科 目

当連結会計年度
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

前連結会計年度
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

金 額 金 額

� 営業活動によるキャッシュ・フロー

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

� 現金及び現金同等物の増減額

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高

� 現金及び現金同等物期末残高

１，１４７，０１５

△３２２，９５２

△８６，７６２

７３７，３００

２，３５０，８４６

３，０８８，１４６

７６５，４３４

△２８３，９７０

△７５，５９２

４０５，８７１

１，９４４，９７４

２，３５０，８４６

�
�

	



�
�
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《貸借対照表》

財務状況（単体）

（単位：千円） 《貸借対照表》 （単位：千円）

科 目
金 額

当 期
（平成２２年３月３１日現在）

前 期
（平成２１年３月３１日現在）

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

未収還付法人税等

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

投 資 不 動 産

保 険 積 立 金

会 員 権

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

５，５８４，０６８

２，４５０，２３９

５０９，３６３

１，７２５，４６４

１０２，７８０

１９１，１６７

２１２，５３６

４４，５８４

４０，９３０

－

３２０，４８６

△１３，４８５

６，８３７，４１３

４，３８０，３６０

１，１４１，５０５

２３，０００

７５０，２０１

１０，５６０

１，１７２，６３６

１，２８２，３１５

１４０

６２，３３３

２，３９４，７１９

１，９７２，７２７

７０，４００

５７４

７３，２３４

１２３，７６９

６２，７４３

９３，２９０

△２，０２０

５，０８４，９１６

１，７７３，３６５

５８３，０７２

１，８７６，１８４

１０３，５５１

２８２，３１２

２０８，２３４

４６，０６４

９７，１４６

９７，７４５

２９，９２８

△１２，６８９

６，８６０，６１８

４，５５８，６４４

１，２１７，３６３

２８，９７８

８４０，６２７

１１，８８４

１，１７７，４７４

１，２８２，３１５

－

２３，９５４

２，２７８，０２０

１，９１４，５２８

７０，４００

５７４

７３，９４１

１２３，７６９

１３１，７６７

３７，４８５

△７４，４４６

資 産 合 計 １２，４２１，４８１ １１，９４５，５３５

科 目
金 額

当 期
（平成２２年３月３１日現在）

前 期
（平成２１年３月３１日現在）

（負債の部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

未払役員退職慰労金

そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

１，６２７，３５５

４０７，１１８

７９８，５０２

１２３，９５４

１５１，４３６

１２，８６２

６６，６４３

６６，８３７

５６５，１３８

１７６，５７７

２６５，９１９

１２０，２３１

２，４０９

２，１９２，４９４

１，５１１，７４１

４５６，８４７

７９９，４４１

６３，０２２

１４，５３７

３８，８６５

７９，３０１

５９，７２５

４７４，５００

１１３，４９８

２３８，３６０

１２０，２３１

２，４０９

１，９８６，２４２

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

純資産合計

１０，１４３，１１１

１，２０１，７００

１，３３３，５００

８，０８２，９４３

△４７５，０３２

８５，８７６

８５，８７６

１０，２２８，９８７

１０，０５０，３３９

１，２０１，７００

１，３３３，５００

７，９９０，１７１

△４７５，０３２

△９１，０４６

△９１，０４６

９，９５９，２９３

負 債 及 び 純 資 産 合 計 １２，４２１，４８１ １１，９４５，５３５

２２ ２３



《損益計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）

《株主資本等変動計算書》 （単位：千円）

科 目

金 額

当 期
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

前 期
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

投 資 事 業 組 合 持 分 損

賃 貸 料 原 価

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当期純利益又は当期純損失（△）

９，７５７，９６２

７，７８９，７３０

１，９６８，２３１

１，６５１，４５６

３１６，７７４

１０７，９３５

３０，４７６

７７，４５９

２１，８２４

４１６

２，１４５

１５，８９０

２，８３３

５３８

４０２，８８５

６９，４９３

２，０８６

４，２５８

６３，１４８

９０，６９９

１２，９１５

１４，８４６

３，７８８

５９，１４７

３８１，６７９

１４４，２５４

６０，９８６

１７６，４３８

１０，７４５，９８４

８，７６６，９１７

１，９７９，０６７

１，７１９，０３８

２６０，０２９

１５６，９０５

４４，９７６

１１１，９２８

１１，９９１

４３７

２，０５６

６，２０８

２，７３４

５５４

４０４，９４３

１，２１５

－

１，２１５

－

５７９，３６１

４，５５１

１，２４１

２，１９６

５７１，３７１

△１７３，２０３

１０，２２１

△６４，０８３

△１１９，３４１

当事業年度
�
�

�
�
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

別 途
積 立 金

特別償却
準 備 金

固定資産
圧縮積立金

平成２１年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ２４５，８０４ ７，０３０，０００ １６，０１１ ３６４，５８９

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期 純 利 益

特別償却準備金の取崩 △２，７１１

圧縮積立金の取崩 △６，５３８

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △２，７１１ △６，５３８

平成２２年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ２４５，８０４ ７，０３０，０００ １３，２９９ ３５８，０５１

当事業年度
�
�

�
�
平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

平成２１年３月３１日残高 ３３３，７６６ ７，９９０，１７１ △４７５，０３２ １０，０５０，３３９ △９１，０４６ ９，９５９，２９３

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △８３，６６６ △８３，６６６ △８３，６６６ △８３，６６６

当 期 純 利 益 １７６，４３８ １７６，４３８ １７６，４３８ １７６，４３８

特別償却準備金の取崩 ２，７１１ － － －

圧縮積立金の取崩 ６，５３８ － － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） １７６，９２２ １７６，９２２

事業年度中の変動額合計 １０２，０２１ ９２，７７１ － ９２，７７１ １７６，９２２ ２６９，６９４

平成２２年３月３１日残高 ４３５，７８８ ８，０８２，９４３ △４７５，０３２ １０，１４３，１１１ ８５，８７６ １０，２２８，９８７

２４ ２５
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■1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失
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第58期
07/3
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第61期
10/3

（単位：円）

 －200
－100

0
100
200
300
400
500
600
700

900
800

1,000
■経常利益・当期純利益又は当期純損失

経常 利 益
当期純利益又は
当期純損失

（単位：百万円）

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000
13,000
14,000

15,000
■総資産・純資産 （単位：百万円）

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

総資産
純資産

5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000
13,000

15,000
14,000

16,000
■売上高 （単位：百万円）

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

業績の推移（連結）

第５７期
０６／３

第５８期
０７／３

第５９期
０８／３

第６０期
０９／３

第６１期
１０／３《年度データ》

売 上 高 （千円） １４，０５５，５９３ １４，２３４，８４１ １４，６４２，００４ １５，３０３，４２１ １３，３８０，３８１
営 業 利 益 （千円） ６２１，２３８ ４８７，７９１ ４３２，９６２ ３７２，３００ ４２２，３９９
経 常 利 益 （千円） ８６４，７１７ ７４２，４７２ ６０２，５８６ ４３９，３９０ ５１１，８１０
当期純利益又は当期純損失（△） （千円） ４５２，０８４ ４１６，４７９ ２０８，６９８ △１２９，８７１ １１４，６０４

《期末データ》
総 資 産 （千円） １４，４７７，９５１ １４，３０８，９４０ １４，０２８，７４７ １３，７９０，４１６ １４，１４７，１４４
純 資 産 （千円） １１，２８６，４６２ １１，６８１，９１４ １１，４３１，５１５ １１，１６７，７２９ １１，４１２，２４８

《１株当たり指標》
１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） （円） １０１．８７ ９８．１９ ４９．５４ △３１．０４ ２７．４０
１ 株 当 た り 純 資 産 （円） ２，６５６．１８ ２，７０２．２４ ２，６８０．２２ ２，６１４．２６ ２，６７０．７５

２６ ２７
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■1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

（単位：円）

 －200

100
0

－100

200
300
400
500
600
700
800
900
■経常利益・当期純利益又は当期純損失

経常 利 益
当期純利益又は
当期純損失

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

（単位：百万円）

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

■総資産・純資産

総資産
純資産

（単位：百万円）

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

第57期
06/3

第58期
07/3

第59期
08/3

第60期
09/3

第61期
10/3

■売上高 （単位：百万円）

業績の推移（単体）

第５７期
０６／３

第５８期
０７／３

第５９期
０８／３

第６０期
０９／３

第６１期
１０／３《年度データ》

売 上 高 （千円） １０，２１３，２９９ １０，４１１，３７１ １１，０４３，７３１ １０，７４５，９８４ ９，７５７，９６２
営 業 利 益 （千円） ４９７，２８７ ３４８，１１０ ３３７，７６８ ２６０，０２９ ３１６，７７４
経 常 利 益 （千円） ７４２，４４１ ６１９，１９５ ５１８，１１２ ４０４，９４３ ４０２，８８５
当期純利益又は当期純損失（△） （千円） ４０７，００３ ３６６，０９７ ２０１，６６１ △１１９，３４１ １７６，４３８

《期末データ》
総 資 産 （千円） １２，８５１，３９４ １２，６９０，７５５ １２，４６９，９９５ １１，９４５，５３５ １２，４２１，４８１
純 資 産 （千円） １０，３１９，９４７ １０，４５３，８６８ １０，２０８，４０９ ９，９５９，２９３ １０，２２８，９８７
発 行 済 株 式 総 数 （株） ４，５０８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００

《１株当たり指標》
１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） （円） ９３．３６ ８６．３１ ４７．８７ △２８．５３ ４２．１８
１ 株 当 た り 純 資 産 （円） ２，４３０．４４ ２，４６４．６１ ２，４４０．２６ ２，３８０．７１ ２，４４５．１８
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 （円） １６ １８ ２０ ２２ ２０

２８ ２９



トピックス

ペット情報誌「Collar」をWebで展開 森林認証「PEFC」取得
昨年１０月に創刊したペットをメインコンテンツとしたフリー
ペーパー「Collar」を中心として、Webサイト、モバイルサイト
へ展開、読者に向けてより効果的に情報を発信する「クロス
メディアマーケティング」を進めています。この４月から
アニコム損害保険㈱のペット保険の取り扱いを開始、また、mixi
用ゲームアプリを開発、「犬検定」「猫検定」のサービスを開始
しました。
また、当社の動画配信システムを活用したECサイト製作では、
オリジナルのコンテンツ保護プログラムを開発、コンテンツ販売
のプラットフォームとしてインフラの提供を行っています。

当社は平成１７年５月に「FSC認証紙」を取り扱うため、紙の
加工流通過程での管理認証であるCOC認証を取得、これに続き
本年４月に地球温暖化防止のための森林認証制度の１つである
「PEFC認証紙」のCOC認証を取得しました。すべての環境製品
に対応できる２つの森林認証を取得したことで、更なる環境へ
の配慮と改善に努めてまいります。

PEFC：Programme for the Endorsement of Forest Certification schemes
（PEFC森林認証プログラム）
森林が持続可能な方法で適切に管理されていることを証明する世界最大の
森林認証制度で、国際NGOのPEFC評議会（スイス）が運営。

FSC：Forest Stewardship Council（森林管理協議会）
COC：Chain of Custody（管理の連鎖）

PEFCとFSCの認証ペット情報誌「Collar」

松山市グリーン電力証書活用モデル事業に継続参加
当社は環境活動への取り組みの一環として、松山市グリーン
電力証書活用モデル事業に継続参加しています。当事業は、
松山市が市有施設等の太陽光発電による環境価値をグリーン
電力証書として市内の企業等へ販売、その収益を太陽光発電の
導入支援に充当、普及拡大を図るものです。

「Collar」モバイルサイト「Collar」Webサイト http : //www.collar-style.com/ 松山グリーン電力証書

３０ ３１



連結子会社の㈱エス・ピー・シーでは、デジタルサイネージ
「ブックストア・ＴＶ」による店頭プロモーション事業をスタート、
２社１５店舗で広告効果の検証中で今後拡大を図ってまいります。
出版物では四国への観光客増加に対応し、観光分野の出版物
の充実を図りました。「坂の上の雲」を特集した『愛媛県公式
観光・レジャーガイドブックえひめ』、ドライブ需要の拡大を
見越した『レジャー＆ドライブ四国』、注目の「龍馬」を特集した
『四国旅マガジンGajA』など観光分野の出版物を充実させました。

行政との連携事業では、経済産業省が進める「情報大航海
プロジェクト」「ITとサービスの融合による新市場創出促進事業」
での道後地区における地域活性化実証実験に引き続き、総務省
の「ユビキタスタウン構想推進事業」を受託。
経済産業省の「e空間実証事業」や総務省の「ユビキタスタウン
構想推進事業」などで実績ができたことから、国土交通省の
「道の駅活性化のためのコンテンツ配信実験事業」などの中央省庁
が進める新たな受託事業を引き続き推進しております。
また、Web上でのブライダルマッチングの最大手㈱IBJと連携
し、地域が最優先課題として取り組む少子化対策や晩婚化の
解決策として「婚活」事業に取り組むための基幹システムを構築、
来期からの本格稼働に向けて準備中です。

出版・広告代理関連事業の動き

実証実験の様子

デジタルサイネージ「ブックストア・TV」

観光分野の出版物 結婚支援サイト「愛媛婚活net」
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毎年３月末日及び９月末日の最終の株主名簿に記録された
株主様に対して、次のような「セキ美術館」ご招待券並びに
自社製品を贈呈いたします。

� 「セキ美術館」ご招待券
対 象：３月末日及び９月末日の株主様
贈呈時期：３月末日現在の株主様 ６月下旬

：９月末日現在の株主様 １２月下旬

持株数 ご招待券贈呈枚数
１００株以上 ２枚
３，０００株以上 ４枚

� 自社オリジナルティッシュペーパー １ケース（２０箱）
対 象：３月末日現在、１，０００株以上保有の株主様
贈呈時期：７月上旬

� 自社カレンダー １部
対 象：９月末日現在、１００株以上保有の株主様
贈呈時期：１１月下旬

株主ご優待制度
（平成２２年４月１日現在）

商 号 セキ株式会社
本 社 〒７９０－８６８６ 愛媛県松山市湊町七丁目７番地１
ホームページ http：//www. seki. co. jp
e‐ma i l ir@mail. seki. co. jp
設 立 昭和２４年３月３１日
事業内容 印刷物及び紙製品の製造・販売、情報加工サービス
資 本 金 １，２０１，７００千円
従業員数 ２９６名
営業拠点及び工場
松 山 本 社 愛媛県松山市湊町七丁目７番地１ �０８９－９４５－０１１１
東 京 本 社 東京都渋谷区代々木三丁目２番８号 �０３－３３７７－１２３０
大 阪 支 店 大阪府大阪市淀川区西中島四丁目 �０６－６３０７－０００１

３番２２号 新大阪長谷ビル２０５号
高 松 支 店 香川県高松市番町三丁目３番１７号 �０８７－８３１－１７７７

第一讃機ビル５階
名古屋営業所 愛知県名古屋市西区押切一丁目９番６号 �０５２－５３１－１３０１

ロイヤルシティ押切１－Ａ
高 知 営 業 所 高知県高知市神田９６９番地１ �０８８－８３２－０２７４
伊 予 工 場 愛媛県伊予市下三谷２９０番地１ �０８９－９４５－０１１１
セ キ 美 術 館 愛媛県松山市道後喜多町４番４２号 �０８９－９４６－５６７８

（平成２２年４月１日現在）
事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで
定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内に開催
基 準 日 毎年３月３１日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して
定めた日

株 主 確 定 日 期末配当金 毎年３月３１日
中間配当金 毎年９月３０日

公 告 の 方 法 当社のホームページ（http://www.seki.co.jp）に掲載
単 元 株 式 数 １００株
上場証券取引所 大阪証券取引所（ジャスダック市場）
証券銘柄コード ７８５７
株主名簿管理人及び 住友信託銀行株式会社
特別口座の口座管理機関
株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
事務取扱場所 住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先） 〒１８３－８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先） �０１２０－１７６－４１７
（インターネット
ホームページURL）

http : //www. sumitomotrust. co. jp/STA/retail/
service/daiko/index. html

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった
株主様には、株主名簿管理人である上記の住友信託銀行株式会社に口座（特別
口座といいます。）を開設いたしました。特別口座についてのご照会および住所
変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。

【株式に関する住所変更等のお届先およびご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およびご照会
は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されて
いない株主様は、上記の電話照会先にご連絡ください。

会社の概要

株主メモ
株主優待品

①

③

（セキ美術館 ご招待券）

②

（自社 オリジナルティッシュペーパー） （自社 カレンダー）
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